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トルコに，内憂外患の「津波」が押し寄せている。まず，① 2015 年７月以来８ヵ月間で７回のテロが発生，

250 人以上が死亡した。② クルディスタン労働者党（PKK）が 2015 年７月に「停戦無効」を宣言，軍や

警察に対する攻撃を再開した。同時に，PKK の下部組織が南東部の都市に塹壕やバリケードを築き，治安部

隊と交戦を始めた。③ 2015 年 11 月 24 日，トルコ軍は領空侵犯を理由にロシア軍機を撃墜，ロシアとの関

係が急速に悪化した。そしてトルコには，④ 現在約 270 万人のシリア人難民がいる。今年３月，トルコは欧

州連合（EU）と EU への難民流入阻止やトルコへの定住支援で合意し，EU へのビザなし渡航や加盟交渉再

開という見返りも得た。しかしこの仕組みが有効かどうかまだわからない。

一連の内憂外患の源は，６年目に入った隣国シリアでの内戦であり，AKP 政権の対シリア政策の誤りであ

る。本稿では，内憂外患の複雑に絡み合った因果関係を解きほぐし，「国家分裂の危機にある」［Cagaptay, 

2016］とされるトルコが袋小路から脱するには何が必要か考えてみたい。

（財）国際貿易投資研究所客員研究員　夏目 美詠子
なつめ みえこ　お茶の水女子大学文教育学部卒。シカゴ大学修士（中東地域
研究）。日本貿易振興機構，中東経済研究所，放送大学を経て現職。専門は現
代トルコの政治 ･ 経済，中東地域経済。最近の著作は，「日本の対中東貿易構
造―そこから見えるリスクと問題点」『国際貿易と投資』（2015 年９月）など。

トルコの内憂外患
―袋小路に出口はあるか

Ⅰ　再選挙で復活した AKP 単独政権

2015 年 11 月 24 日，公正発展党（AKP）は

再び単独政権を発足させた。11 月１日に行わ

れたトルコ大国民議会（一院制・定数 550）の

やり直し選挙で AKP は 49.5％の票を得て圧勝，

317 議席を獲得したからだ。しかしこれに先立

つ６月７日，議会の任期満了に伴って行われた

選挙では AKP の得票は 40.9％に留まり，獲得

議席数は 258 と過半数を割り込んだ。この時点

で 13 年に及ぶ AKP 単独政権は終わったはず

だった。しかし憲法規定に従って行われた連立

交渉は決裂し，再選挙が実施された。

２回の選挙の間に，AKP の得票率を 8.6％押

し上げ，単独政権への返り咲きを可能にした要

因は何なのか。この間に続発した「イスラム国

（IS）」による自爆テロとクルディスタン労働者

党（PKK）の武装闘争回帰による治安の悪化

である。

IS によるテロは，７月 20 日に南部のスルチ

で，10 月 10 日に首都アンカラで発生し，それ

ぞれ 34 人，134 人が死亡した。アンカラのテ

ロは死者数で過去最悪となった。標的はクルド

系政党の人民民主党（HDP）支持者が多く参

加する集会だった。実行犯らの動向は国家諜
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報局（MİT）が掌握しており，軍や警察も情

報共有していたが，テロを未然に防げなかっ

たことが明らかになると［Bozarslan,	2015b］

［Cumhuriyet,	2015］，クルド人の間に AKP 政

権への怒りが広がった。７月 22 日に就寝中の

警察官２人が射殺され，PKK が「IS の協力

者を処刑した」と声明を出した。軍は 23 日に

シリア北部の IS 拠点，24 日にイラク北部の

PKK 拠点への空爆を開始した。

PKK は 25 日，2013 年３月以来維持してき

た「停戦」の無効を宣言，軍や警察への攻撃を

激化させた。さらに新たな展開として，愛国革

命青年運動（YDG-H）と呼ばれる組織がディ

ヤルバクルやシュルナク，シロピなど南東部の

都市の街区に塹壕やバリケードを築いて「自

治」を宣言，排除しようとする治安部隊と市

街戦を始めた。YDG-H は 2013 年初めに PKK

の支援の下に結成された自警団のような組織

で，18 歳以下の若者が大勢を占める［Jenkins,	

2016］。彼らが占拠した都市や街区には外出禁

止令が出され，20 万人以上の住民が退避を余

儀なくされた。

Ⅱ　トルコを襲うテロの「津波」

IS のテロと PKK との戦闘拡大で選挙の争点

は変わった。2015 年９月に行われた世論調査

では，回答者の 72％が「現在のトルコにおけ

る最大の問題」を「クルド問題とテロ」と答え

た。同年５月の調査では，失業（28％が選択）

が最大の問題だった［Ipsos,	2015］。

国民は治安回復を望んで，AKP 単独政権を

復活させた。しかし政権発足後，テロはむしろ

頻発するようになった。2015 年 12 月 23 日，

イスタンブルのサビハ・ギョクチェン空港で爆

発があり，清掃員１人が死亡，クルディスタン

自由の鷹（TAK）を名乗る組織が犯行声明を

出した。TAK は 2003 年に PKK の別働部隊と

して結成されたが，政府との和平交渉に臨んだ

PKK 指導部を批判して離反，トルコ西部の都

市で観光客や警官を狙ったテロを起こしてきた

［Gürcan,	2016］。

2016 年１月 12 日にイスタンブル最大の観光

名所スルタンアフメト広場で起きた自爆テロで

は，ドイツ人観光客ら 12 人が死亡した。実行

犯は難民登録したばかりのシリア人の男で IS

メンバーだと発表された。

一方，アンカラで２月 17 日と３月 13 日に起

きた自爆テロは，TAK が犯行声明を出した。

犯行現場はいずれも主要官庁に近いアンカラ中

心部で，爆薬を満載した車で乗客を乗せたバス

に近付き，自爆するという手法も同じだった。

犠牲者数はそれぞれ 29 人，37 人だった。

それからわずか６日後の３月 19 日，イスタ

ンブル市街で自爆テロが起き，５人が死亡し

た。犠牲者はイスラエル人とイラン人だった。

実行犯はトルコ人の IS メンバーだった。

2015 年７月以来７回のテロは，４回を IS，

３回を TAK が起こしている。しかしトルコで

のテロに関して，IS 本体はパリやブリュッセ

ルのテロのように犯行声明を出していない。ト

ルコにおける IS のテロは全く異なる文脈で行

われているからだ［Milliyet,	2016］。

2015 年７月のスルチ，10 月のアンカラの自

爆テロは南東部アドゥヤマンにある IS の細胞

組織が起こしており，メンバーは頻繁にシリ

アに出入りして PKK と連携する民主連合党

（PYD）の民兵組織・人民防衛隊（YPG）と戦っ

ていた。テロの標的となったスルチの集会は，

2015 年１月に YPG が激しい攻防の末に IS か
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ら奪回したシリアの国境の町コバニの再建支援

を目的に開催された。アンカラの集会は，左派

系の労働組合や HDP 支持者が政府と PKK に

即時停戦を呼びかけるものだった。

トルコ軍の退役軍人で安全保障専門家の

Metin	Gürcan は，特にスルチのテロに関し

て，IS の狙いを次のように分析している。

シリアで YPG から敗走を続けていた IS は，	

① PYD-YPGと彼らを支援するPKKに報復し，

② PKK と軍に戦闘を再開させることで，両者

が対 IS 戦に向ける戦力を同時に削ごうとした

のではないかと［Gürcan,	2015］。

IS による４回のテロの実行犯は，イスタン

ブル・スルタンアフメト広場の自爆テロ以外，

全員トルコ南東部出身のクルド人だ。シリア北

部の YPG と IS の戦闘は，越境したトルコ・ク

ルド同士の戦いでもある［Bozarslan,	2015a］。

一 方 TAK に よ る ３ 回 の テ ロ は，PKK や

YDG-H の戦闘と連動している。２月のアンカ

ラのテロは軍の送迎バスを狙っており，犠牲者

は全員軍人だ。政府発表では，３月 11 日時点

で治安部隊はすでに南東部の数都市の YDG-H

掃討を完了し，YDG-H 戦闘員 1,267 人を殺害，

治安部隊 113 人が死亡した［Sözcü,	2016］。

IS による１月と３月のテロは，観光地や目

抜き通りで市民の殺傷を狙ったものだ。IS は

軍と PKK の戦闘誘発に成功した後，目標を「ソ

フトターゲット」に絞って混乱と恐怖を増幅さ

せようとしている。トルコは二つの脅威と向き

合うことになった。

Ⅲ　堕ちた「ゼロプロブレム外交」

周辺国との「ゼロプロブレム外交」は AKP

政権の看板政策だった。提唱者は，首相の外交

顧問（2002 ～ 09 年），外相（2009 ～ 14 年）を

歴任したダウトオール首相である。従来から緊

密だった欧米との関係に加えて，中東アラブ諸

国との関係強化を図ろうというもので，貿易・

投資など経済関係が重視された。中でもシリア

との関係はモデルケースとされ，2007 年には

自由貿易協定，2009 年にはビザ相互免除措置

が発効，2008 年にはエルドアン首相（当時）

夫妻がアサド大統領夫妻とともにトルコのリ

ゾートでバカンスを楽しんでいる。

AKP 政権はなぜ最も親密だった隣国シリア

を敵視し，アサド政権の打倒を叫ぶようになっ

たのか。

2010 年末にチュニジアで始まった「アラブ

の春」と呼ばれる反政府抗議行動は，2011 年

３月にシリアに飛び火した。非暴力の反政府デ

モに苛烈な弾圧を加えるアサド政権に対し，エ

ルドアン首相は４月に MİT 長官，８月にダウ

トオール外相（当時）を派遣し，国民の要求に

応えた民主化を実施するよう説得を試みた。

AKP 政権は当初，隣国の安定優先の立場か

らアサド政権の延命を望む一方で，1982 年以

来非合法化されていたシリア・ムスリム同胞

団との和解をアサド政権に強く働きかけたと

される［Stein,	2015］。しかし忠告は顧みられ

ず，2011 年９月以降，アサド政権打倒の姿勢

を明確にするようになった。アサド政権が弾

圧してきたシリア・クルドの懐柔や PKK への

支援再開１）を企てているという情報も，AKP

政権の態度を硬化させる要因となった［Aras,	

2012］。トルコは当初から，シリア北部にクル

ド自治区が出現することを警戒していた。

一方，「アラブの春」以降のトルコ外交を大

きく歪めたのは，AKP 政権の自己陶酔的な「大

国主義」への耽溺だという指摘もある。トルコ
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トルコの内憂外患

は中東地域で唯一，国際法と人権を尊重し，民

主主義とイスラム的価値を体現する高潔な国家

であり，トルコは地域大国として「アラブの

春」後の流動化した域内秩序を主導的に作り替

える使命を果たすと AKP 政権幹部は主張した

［Demirtaş-Bagdonas,	2014］。

罪のないシリア国民を救う義務があると，

① シリア軍の脱走兵士が結成した「自由シリ

ア軍（FSA）」の本部をトルコに設置，② ムス

リム同胞団を中心に亡命中の反体制派を結集し

てシリア国民評議会（SNC）をトルコで結成，

③ 難民保護と反政府勢力の拠点確保のため，

国境沿いの緩衝地帯設置を提唱するなど，シリ

ア内政への露骨な干渉を始めた［Stein,	2015］。

Ⅳ　スンニ派至上主義への没入

しかし，AKP 政権にとって「罪のないシリ

ア国民」とは，アラウィ派のアサド政権に虐殺

されているスンニ派のことであり，アサド後は

ムスリム同胞団主体の政権が樹立されるべきと

考えていた。AKP 政権のムスリム同胞団やス

ンニ派政党への肩入れは，「アラブの春」後の

エジプトやチュニジア，リビアでも顕著に見ら

れる。パレスチナのガザ地区を実効支配するハ

マス（ムスリム同胞団が母体）は，シリアに

あった国外事務所を内戦勃発後にトルコに移

転した。2013 年７月，エジプトでムスリム同

胞団のモルシ政権が軍事クーデタによって倒

れると，AKP 政権はシーシ新政権を激しく非

難，外交関係は断絶したままだ［Schanzer	&	

Tahircioğlu,	2016］。

AKP 政権はシリアのイスラム主義武装組織

に対する支援も積極的に行った。結成当初から

支援してきた FSA が弱体だとわかると，イス

ラム戦線やアルカーイダ系のヌスラ戦線と接触

を始め，トルコ経由の武器や戦闘員の調達を容

認したとされる［Barkey,	2016］。2014 年１月

には，MİT が徴用したシリア向け援助物資を

運ぶトラックから，大量の武器・弾薬が発見さ

れたことも報じられた［BBC	Türkçe,	2015］。

武装勢力への軍事支援は，クルド人民兵組

織（PYD-YPG）への抑止力としても必要だっ

た。2012 年７月，アサド政権軍は他戦線に戦

力を集中するため，トルコとの国境沿いの３

州から突然撤退し，PYD に実効支配を委ねた

［Demirtaş,	2012］。この時 AKP 政権は，FSA

やヌスラ戦線に PYD への攻撃を促したとされ

る。このため AKP 政権は，2014 年初めまでヌ

スラ戦線をテロ組織と認めようとしなかった

［Stein,	2015］。

IS は 2013 年にヌスラ戦線から分かれた組織

である。2014 年６月に IS がイラク北部のモス

ルを制圧した際，トルコ総領事館が襲われて

49 人が人質になったが，３ヵ月後に全員解放

された。またトルコ軍は，2015 年２月にシリ

ア領内の飛び地からオスマン帝国開祖の祖父

「スレイマン・シャー」の墳墓と警備の兵士 38

名を撤収させたが，IS が包囲する中，衝突も

なく作戦を完了させた。IS はトルコ国内に無

数の細胞組織を持つにもかかわらず，2015 年

まで国内でテロを起こしていない。

IS のモスル制圧後，米国はイラク・シリア

で IS に対する空爆を開始，有志連合軍結成の

呼びかけにトルコも応じた。しかし米国が要

請するインジルリク空軍基地の使用を拒否，

IS に対する空爆にも参加してこなかった。方

針を転換したのは，2015 年７月のスルチのテ

ロの後で，有志連合軍にインジルリクを含む

４ヵ所の基地使用を認め，IS や PKK メンバー
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の大量逮捕，国境管理の強化に取り組むように

なった。トルコ軍は９月以降，有志連合軍によ

る対 IS 空爆に加わった。それに呼応するよう

に，IS のトルコ国内でのテロも頻発するよう

になった。

2016 年２月，メディアの取材に答えたダウ

トオール首相は，「トルコはシリアの『穏健な

反政府勢力』に対する支援を他のどのアラブ諸

国より多く行ってきた」と述べ，公然と軍事関

与を認めた［Al	Jazeera,	2016］。

建国以来世俗主義（政治と宗教の厳格な分

離）を国是に掲げてきたトルコは，AKP 政権

の対シリア政策によって「宗派対立」の当事者

になり，アサド政権を支えるイラン，イラク，

ロシアと対立することになった。トルコにとっ

て，イラクとイランは石油の，ロシアとイラン

は天然ガスの６～７割を依存する主要輸入相手

国であるにもかかわらず，である。

Ⅴ　AKP のクルド問題への取り組み

シリアで内戦が起こるまで，AKP 政権のク

ルド政策に齟齬はなかった。

エルドアン首相（当時）は 2005 年８月に南

東部最大の都市ディヤルバクルで演説し，地域

的・民族的分離主義を否定する一方で，「クル

ド問題は我々皆の問題であり，民主主義，市

民権，法と福祉の拡充によって解決する」と

述べた［Yılmaz,	2005］。2007 年の議会選挙で

AKP の得票率は前回（2002 年）の 34.3％から

46.6％に拡大，南東部クルド地域では 50％以上

となった。安定した支持基盤を得た AKP 政権

は，2009 年７月に「民主的解放（demokratik	

acılım）」と題したクルド政策を発表，クルド

語放送・出版の普及，クルド語コースの開設，

クルド語地名の復活等の文化的施策に加えて，

PKK の武装解除と戦闘員の投降を進め，最終

的に憲法改正によって「国民」概念の再定義

を行うことを提案した［Efegil,	2011］。同時に

AKP 政権は，2005 年以降 PKK 上層部との間

で武装解除に向けた秘密交渉を行った。MİT
長官が交渉責任者となり，1999 年に逮捕され

てイムラル島刑務所に収監されていたオジャラ

ン PKK 党首，欧州在住の PKK 幹部，北イラ

クの PKK 本部との間に対話チャンネルを築い

た［Aydıntaşbaş	 ,	2011］。2012 年末には交渉

の存在を公に認め，2013 年からはクルド系政

党幹部らも交渉に同席するようになった。軍

と PKK の武力衝突は断続的に続いていたが，

2013 年３月 21 日，オジャラン党首は「武装闘

争から政治的解決」への移行を呼びかけ，即時

停戦と PKK 戦闘員の国外退去２）が始まった。

全土で戦闘はほぼ停止した。

しかし AKP 政権と PKK やクルド系政党の

目指す問題解決の最終的な形は大きく異なって

いた。AKP 政権は PKK の武装解除を最優先

する一方で，文化・社会的権利を拡充し，ムス

リム的連帯に訴えることで，クルドを中央集権

的な既存の国家体制に包含・統合しようとして

いた。他方，PKK やクルド系政党の要求はあ

くまでクルド地域の自治拡大・分権化・連邦制

導入であり，クルドの民族共同体としての認

定，クルド語の公用語化も求めていた［Efegil,	

2011］［Yavuz	&	Özcan,	2015］。

Ⅵ　シリア内戦による和平交渉崩壊

2012 年 7 月，シリア北部に PYD が実効支配

するクルド自治区が出現した。PYD は 2003 年

にオジャラン PKK 党首の指示により設立され
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トルコの内憂外患

た組織で，PKK は PYD を通じて長年夢見て

きた領域支配を実現した。

2014 年 10 月，IS が PYD から国境沿いの町

コバニの奪取を企てた。陥落寸前まで追い込ま

れた PYD-YPG に対し，米軍は支援物資の投

下や IS への空爆を行ったが，AKP 政権は国境

防衛を強化したのみでコバニの攻防を座視，米

軍の再三の要請にも関わらず，PYD への支援

を拒否した。AKP 政権に対するトルコ・クル

ドの信頼は瓦解した。

AKP 政権は，PYD-YPG が対 IS 戦で極めて

有能な戦力であることを立証して米軍の信頼を

獲得し，国境に沿って帯状に支配領域を拡大し

ていることに危機感を募らせていた３）。イラ

クのクルド自治政府（KRG）のような政体が

シリア北部にも成立すれば，トルコ・クルドの

自治要求はもはや抑えられない。AKP 政権は，

PYD 支配領域に楔を打ち込むような緩衝地帯

設置を繰り返し訴えた。しかし，有志連合軍が

トルコの提案を検討することはなかった。

2015 年２月末にドアン副首相とクルド系政

党 HDP の幹部が共同会見し，和平交渉継続

の方針を確認したが，大統領はこれに異を唱

え，交渉の打ち切りを告げた。７月にスルチで

PYD-YPG と連帯するクルド人の若者がテロに

倒れた時，クルドは AKP 政権が自分たちを守

るつもりがないと受け止めた。PKK は停戦無

効を宣言，和平交渉は崩壊した。

PKK は８月，YDG-H に対して南東部の都

市に塹壕を築き，治安部隊を撃退して「自治」

を始めよと指令を出した。12 月 27 日，クルド

政党や市民団体の統括組織である民主社会会議

（DTK）は，YDG-H の「抵抗運動」に支持を

表明するとともに，文化・教育・医療・司法・

産業振興・交通・徴税・警察に関わる権限を移

譲された自治政府設立を求める声明を出した

［DTK,	2015］。

2015 年９月にロシアがアサド政権軍を支援

して始めた空爆では，トルコが支援する反政府

勢力が集中的な攻撃を受けた。国境沿いの IS

と PYD に挟まれた地域を支配する彼らは，ト

ルコのシリア介入を担保する大事な資産だ。加

えてロシア軍機は，領空侵犯やトルコ軍機への

レーダー照射を繰り返した。空爆を逃れ，大量

の難民も国境に殺到した。ダウトオール首相

は 10 月５日，「軍は明確な命令を受けている。

領空侵犯する者は鳥でも遮断せよ」と述べた

［NTV,	2015］。そして 11 月 24 日，ロシア軍機

は撃墜された。激怒したプーチン大統領は即座

にトルコに対する制裁発動を決め，PYD に対

する支援開始を示唆した。

結び

ロシア軍機撃墜で改めて明らかになったの

は，トルコは「大国」ではないということだ。

核保有国ロシアの報復に備えて，トルコは加盟

する北大西洋条約機構（NATO）を頼るしか

なかった。どれほど域内秩序が流動化しようと

も，トルコは新たな秩序を構築するに足る軍事

力やソフトパワーを持ち合わせてはいないのだ

［Bagdonas,	2015］。

トルコがこの袋小路を脱するには何が必要

か。まず，内戦終結後のシリアに現れるであろ

う PYD 主導のクルド自治区の存在を認めるこ

とだ。かつて湾岸戦争後のイラクに KRG が誕

生した時もトルコは警戒し，敵対した。しかし

緊密な関係が互いの安全保障と地域の安定につ

ながることを理解し，今は強固な同盟関係にあ

る。PYD も内戦終結後に有志連合軍が去れば，
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安全保障の後ろ盾はなくなる。トルコとの友好

関係がなければ自治区は立ち行かないだろう。

次に，自国クルドとの和平交渉を再開するこ

とだ。PYD 敵視をやめれば，対話の糸口も生

まれるはずだ。

そして，シリア難民を人的資産として経済構

造に組み込むことだ。EU との合意では，270

万人の大半はトルコへの定住を促されることに

なる。不法労働・低賃金・劣悪な住環境に苦し

む一方で，彼らの消費や投資は一時的にせよ，

トルコの国内総生産（GDP）を押し上げてい

る。幸いこれほどの内憂外患に見舞われながら

も，トルコ経済は堅調だ。シリア内戦終結後に

地域経済再興を担える域内国はトルコしかいな

い。トルコが保護したシリア難民は，いずれ母

国再建に力を発揮するだろう。トルコの「大国

としての高潔な責務」は，今はまだ遠い戦後復

興においてこそ果たされるべきだと考える。

［注］
１）PKK は 1980 年代初めから 98 年まで，アサド（父）大統

領承認の下でシリアに活動拠点を維持していた。
２）PKK は９月９日に「クルド問題解決と民主化に進展がな

い」と政府を批判，撤退中断を発表した。
３）実効支配する３州（Afrin,	Kobane,	Jazira）は国境沿いに

バラバラに点在。PYD はそれらをつなげていった。
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